
  

２０２２年１１月１８日 

２０２２年度 上半期業績のお知らせ 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上プライマリー生命保険株式会社（社長：永井泰浩）

の 2022 年度上半期（2022 年 4月 1日～2022 年 9月 30 日）業績についてお知らせします。 

【収入保険料】 

お客さまニーズに応える競争力の高い商品の開発、金利・為替マーケット等の環境変化をふまえた営業活動

により、収入保険料は順調に推移し、前年同期比＋1,129 億円の 5,286 億円となりました（グラフ 1参照）。 

【保有契約件数および保有契約高の状況】 

保有契約件数は、解約の影響等により、前年度末比▲4.0％の 97.7 万件となりました。一方、保有契約高 

は、米ドル高円安の影響等により、同＋0.9％の 6兆 8,643 億円となりました（グラフ 2参照）。 

【損益の状況】 

保有契約高の堅調な推移と安定的な運用収益により、中間純利益（税引後）は 89 億円となりました。 

【健全性の状況】 

経営の健全性を示す指標であるソルベンシー・マージン比率は 893.0％となり、引き続き高い水準で推移

しています。なお、格付会社からは引き続き高い格付けを取得しています（2022 年 11 月 18 日現在）。 

 

 

 

  

以 上 

スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ） 保険財務力格付け      Ａ＋ 

格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）           保険金支払能力格付け  ＡＡ 

（グラフ 1） （グラフ 2） 

＜本件に関するお問合わせ先＞ 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社 経営企画部 広報担当 電話 ０３－３２７９－９００１ 



２０２２年１１月１８日 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社 

 

 

 

 

 

 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社（社長 永井 泰浩）の２０２２年度第２四半期 

（上半期、２０２２年４月１日～２０２２年９月３０日）の業績は添付のとおりです。 
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１．主要業績 

（１）保有契約高及び新契約高 

     ・保有契約高 （単位：千件、億円、％）

件　数 金　額

前年度 前年度
末比 末比

個 人 保 険 665 45,874 633 95.2 47,174 102.8

個人年金保険 353 22,161 343 97.4 21,469 96.9
団 体 保 険 ─ - ─ ─ - -

団体年金保険 ─ - ─ ─ - -

（注）個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時におけ

　　　る年金原資（ただし、個人変額年金保険については保険料積立金）と年

　　　金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

     ・新契約高 　（単位：千件、億円、％）

件 数

転換による 前年 前年 転換による

純増加 同期比 同期比 純増加

個 人 保 険 47 3,774 3,774 - 71 151.5 4,676 123.9 4,676 -

個人年金保険 5 405 405 - 12 218.7 795 196.3 795 -
団 体 保 険 ― - - ― ― ─ - - - ―

団体年金保険 ― - - ― ― ─ - - - ―

（注）個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資（ただし、個人変額年金保険については契約時の保険料
　　　積立金）です。

区　　分

新契約新契約

２０２１年度

第２四半期（上半期）

２０２２年度

第２四半期（上半期）

金　額 件 数 金　額

区　　分

２０２１年度末
２０２２年度

第２四半期（上半期）末

件　数 金　額

 

（２）年換算保険料 

     ・保有契約 （単位：百万円、％）

２０２２年度

第２四半期 前年度

（上半期）末 末比

428,402 466,194 108.8

247,556 246,129 99.4

675,959 712,324 105.4

う ち 医 療 保 障 ・

生 前 給 付 保 障 等

     ・新契約 （単位：百万円、％）

前年

同期比

34,929 38,719 110.9

7,617 9,815 128.9

42,546 48,535 114.1

う ち 医 療 保 障 ・

生 前 給 付 保 障 等

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数

　　　　　を乗じ、１年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保

　　　　　険期間で除した金額）。

　　　２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給

　　　　　付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給

　　　　　付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを

　　　　　含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。
　　　　　

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

114.6

                 134                   75                 56.2

合 計

区　　分

622

２０２１年度末

２０２２年度
第２四半期（上半期）

区　　分
２０２１年度

第２四半期（上半期）

713

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

合 計

 



- 2 - 
 

２．一般勘定資産の運用状況 

 

（１）運用環境 

２０２２年９月３０日現在の主要指標及び前決算期末との比較は以下のとおりです。 

 

国内株式市場： 日経平均株価 25,937.21 円 (前決算期末比△ 6.77%) 

TOPIX 配当込み 3,003.39 (前決算期末比△ 4.41%) 

国内債券市場： 日本 10 年国債利回り 0.240 ％ (前決算期末   0.210%) 

外国株式市場： MSCI コクサイ 

(現地通貨ベース) 12,604.56 (前決算期末比△18.61%) 

外国債券市場： 米国 10 年国債利回り 3.832 ％ (前決算期末   2.341%) 

外国為替市場： 円／米ドル 144.81 円 (前決算期末比＋18.32%) 

円／ユーロ 142.32 円 (前決算期末比＋ 4.11%) 

円／豪ドル 94.17 円 (前決算期末比＋ 2.36%) 

円／ＮＺドル 82.93 円 (前決算期末比△ 2.81%) 

 

（２）当社の運用方針 

当社一般勘定資産におきましては、安全性と中長期的な安定収益の確保を基本方針とし、債券を中心とした運用

を行っております。邦貨建及び外貨建の定額商品の運用に関しましては、ALM（資産負債総合管理）の観点から、為

替リスク・金利リスク・信用リスク等に十分留意した上で内外債券等への投資を行っております。 

 

（３）運用実績の概況 

    ２０２２年９月末における一般勘定資産残高は 5兆 2,333 億円となり、前年度末比 351 億円の増加となりました。 

  うち外貨建資産は、円安の影響等により、前年度末比 312 億円増加し、残高は 3兆 7,626 億円となっております。 

   また、２０２２年度上半期の資産運用収益は 396,005 百万円、資産運用費用は 12,521 百万円となりました。 
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３．資産運用の実績（一般勘定） 

（１）資産の構成 

（単位：百万円、％）

金　額 占　率 金　額 占　率

754,286 14.5 878,517 16.8

- - - -

- - - -

80,995 1.6 80,995 1.5

- - - -

2,035,737 39.2 2,128,123 40.7

1,871,176 36.0 1,644,481 31.4

75,112 1.4 67,399 1.3

- - - -

1,789,095 34.4 1,571,065 30.0

公 社 債 1,425,338 27.4 1,166,415 22.3

株 式 等 363,756 7.0 404,649 7.7

6,969 0.1 6,016 0.1

288,656 5.6 297,438 5.7

274 0.0 247 0.0

80,169 1.5 124,695 2.4

86,859 1.7 78,806 1.5

△9 △ 0.0 △6 △ 0.0

5,198,146 100.0 5,233,300 100.0

3,731,381 71.8 3,762,664 71.9

（注）不動産については有形固定資産のうち建物の金額を計上しております。

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

公 社 債

区　　　分
２０２１年度末

２０２２年度

第２四半期（上半期）末

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

 

 

（２）資産の増減 

（単位：百万円）

２０２１年度 ２０２２年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

△ 53,249 124,231

- -

- -

△ 12,998 △ 0

- -

105,532 92,386

△ 75,500 △ 226,695

△ 8,582 △ 7,712

- -

△ 66,927 △ 218,029

公 社 債 △ 72,123 △ 258,923

株 式 等 5,195 40,893

8 △ 953

△ 10,182 8,781

△ 26 △ 26

△ 1,760 44,526

△ 3,757 △ 8,053

△ 9 3

△ 51,953 35,153

△ 116,716 31,283

（注）不動産については有形固定資産のうち建物の金額を計上しております。

う ち 外 貨 建 資 産

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

商 品 有 価 証 券

区　　　分

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権
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（３）資産運用収益 

（単位：百万円）

２０２１年度 ２０２２年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

31,928 34,375

預 貯 金 利 息 4 19

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 27,328 28,867

貸 付 金 利 息 4,499 5,432

不 動 産 賃 貸 料 - -

そ の 他 利 息 配 当 金 96 56

- -

25,392 239,575

14 118

5,995 6,154

国 債 等 債 券 売 却 益 0 -

株 式 等 売 却 益 - -

外 国 証 券 売 却 益 5,995 6,154

そ の 他 - -

1,066 464

- -

- 115,268

- 3

188 45

64,585 396,005

区　　　分

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

商 品 有 価 証 券 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

為 替 差 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 運 用 収 益

合　　　　　計

 

 

（４）資産運用費用 

      

（単位：百万円）

２０２１年度 ２０２２年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

9 8

- -

- -

- -

196 12,479

国 債 等 債 券 売 却 損 - 42

株 式 等 売 却 損 - -

外 国 証 券 売 却 損 196 12,436

そ の 他 - -

- -

国 債 等 債 券 評 価 損 - -

株 式 等 評 価 損 - -

外 国 証 券 評 価 損 - -

そ の 他 - -

9 -

- -

37,660 -

9 -

- -

- -

28 33

37,914 12,521

為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 付 金 償 却

賃貸用不動産等減価償却費

そ の 他 運 用 費 用

合　　　　　計

区　　　分

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 償 還 損

金 融 派 生 商 品 費 用
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（５）売買目的有価証券の評価損益 

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益

売 買 目 的 有 価 証 券 778,563 △ 10,321 598,521 16,381

（注）本表には、金銭の信託等の売買目的有価証券を含んでいます。

区　　分
２０２１年度末

２０２２年度

第２四半期（上半期）末

 

（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外） 

（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

- - - - - - - - - -

776,588 780,106 3,517 11,869 △ 8,351 209,401 187,351 △ 22,050 15 △ 22,065

- - - - - - - - - -

2,433,844 2,432,757 △ 1,086 58,426 △ 59,512 3,189,613 3,045,678 △ 143,935 105,059 △ 248,994

60,910 60,831 △ 79 55 △ 135 53,596 53,141 △ 454 30 △ 484

- - - - - - - - - -

994,140 1,026,788 32,648 50,460 △ 17,812 1,385,783 1,375,922 △ 9,861 76,600 △ 86,461

公 社 債 676,408 663,031 △ 13,376 4,436 △ 17,812 1,057,277 971,272 △ 86,004 457 △ 86,461
株 式 等 317,731 363,756 46,024 46,024 - 328,506 404,649 76,143 76,143 -

5,002 5,006 4 4 - 5,002 5,006 3 3 -

80,995 80,995 - - - 80,995 80,995 - - -

- - - - - - - - - -

1,292,795 1,259,136 △ 33,658 7,905 △ 41,564 1,664,236 1,530,612 △ 133,623 28,424 △ 162,048

3,210,432 3,212,863 2,431 70,295 △ 67,864 3,399,014 3,233,029 △ 165,985 105,074 △ 271,060

75,192 75,163 △ 28 117 △ 146 67,853 67,321 △ 532 46 △ 578

- - - - - - - - - -

1,756,447 1,792,561 36,114 62,268 △ 26,153 1,580,926 1,549,093 △ 31,833 76,600 △ 108,433

1,438,715 1,428,805 △ 9,909 16,243 △ 26,153 1,252,420 1,144,443 △ 107,976 457 △ 108,433

317,731 363,756 46,024 46,024 - 328,506 404,649 76,143 76,143 -

5,002 5,006 4 4 - 5,002 5,006 3 3 -

80,995 80,995 - - - 80,995 80,995 - - -

- - - - - - - - - -

1,292,795 1,259,136 △ 33,658 7,905 △ 41,564 1,664,236 1,530,612 △ 133,623 28,424 △ 162,048

（注）１．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。
　　　２．金銭の信託のうち売買目的有価証券以外のものを含み、その帳簿価額、差損益は、それぞれ、２０２１年度末は1,292,795百万円、△33,658百万円、
　　　　　２０２２年度第２四半期末は1,664,236百万円、△133,623百万円です。

　　　なお、市場価格のない株式等および組合等は保有しておりません。

満 期 保 有 目 的 の 債 券

責 任 準 備 金 対 応 債 券

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

そ の 他 の 証 券

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

２０２２年度

そ の 他

第２四半期（上半期）末

帳簿価額 時価
差損益

帳簿価額 時価
差損益

区　　　分
２０２１年度末

公 社 債

株 式 等

公 社 債

株 式

外 国 証 券

合 計

公 社 債

株 式

外 国 証 券
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（７）金銭の信託の時価情報 
（単位：百万円）

貸借対照表 貸借対照表

計上額 差益 差損 計上額 差益 差損

金 銭 の 信 託 2,035,737 2,035,737         -         -         - 2,128,123 2,128,123         -         -         -

     ・運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

運 用 目 的 の

金 銭 の 信 託

     ・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託 （単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

満 期 保 有 目 的 の

金 銭 の 信 託

責任準備金対応の

金 銭 の 信 託

そ の 他 の

金 銭 の 信 託

        -         -

△ 10,285 597,511 16,335

         -         -         -

区　　分

２０２１年度末 ２０２２年度第２四半期（上半期）末

帳簿価額 時　価
差損益

帳簿価額 時　価
差損益

区　　分

区　　分

２０２１年度末 ２０２２年度第２四半期（上半期）末

時　価
差損益

時　価
差損益

評    価    損    益

２０２１年度末 ２０２２年度第２四半期（上半期）末

貸 借 対 照 表
 計 上 額

当期の損益に含まれた

評    価    損    益
貸 借 対 照 表

 計 上 額

当期の損益に含まれた

776,600

        -         -

          -          -         -         -         -          -          -         -         -         -

          -          -         -

  1,292,795  1,259,136 △ 33,658     7,905 △ 41,564  1,664,236  1,530,612 △133,623    28,424 △ 162,048
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４．中間貸借対照表 

（単位：百万円）

２０２１年度末 ２０２２年度

要約貸借対照表 中間会計期間末

（２０２２年３月３１日現在） （２０２２年９月３０日現在）

金　額 金　額

764,012                             889,358                             

80,995                               80,995                               

2,035,737                          2,128,123                          

3,748,856                          3,257,534                          

（ うち ）（ 19,266                               ） （ 18,964                               ）

（ うち ）（ 1,302                                 ） （ -                                       ）

（ うち ）（ 54,543                               ） （ 48,435                               ）

（ うち ）（ 1,789,095                          ） （ 1,571,065                          ）

288,656                             297,438                             

291                                   274                                   

288,365                             297,163                             

743                                   718                                   

12,553                               11,673                               

2,482                                 20,243                               

39,109                               31,208                               

80,169                               124,695                             

△9 △6 

7,053,307                          6,841,984                          

6,545,794                          6,469,242                          

27,676                               23,377                               

6,518,118                          6,445,864                          

2,847                                 4,672                                 

4,950                                 5,144                                 

64,209                               67,200                               

4,227                                 676                                   

607                                   449                                   

182                                   183                                   

59,192                               65,890                               

- 5                                       

194,031                             196,072                             

6,811,832                          6,742,338                          

41,060                               41,060                               

24,735                               24,735                               

24,735                               24,735                               

182,927                             170,023                             

11,943                               16,315                               

170,983                             153,708                             

170,983                             153,708                             

248,722                             235,818                             

△782 △103,633 

△6,465 △32,539 

△7,248 △136,173 

241,474                             99,645                               

7,053,307                          6,841,984                          

地 方 債

　　　　　　　　　　　　期　別
　
科　目

（　資　産　の　部　）

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

国 債

繰 延 税 金 資 産

社 債

外 国 証 券

貸 付 金

保 険 約 款 貸 付

一 般 貸 付

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（　負　債　の　部　）

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

価 格 変 動 準 備 金

株 式 給 付 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

（　純　資　産　の　部　）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計
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５．中間損益計算書 

（単位：百万円）

２０２１年度 ２０２２年度

中間会計期間 中間会計期間

２０２１年４月１日から　　 ２０２２年４月１日から　　

２０２１年９月３０日まで ２０２２年９月３０日まで

金　額 金　額

667,582 1,094,898

462,946 619,813

（ うち ） （ 415,746 ） （ 528,672 ）

113,135 396,005

（ うち ） （ 31,928 ） （ 34,375 ）

（ うち ） （ 25,392 ） （ 239,575 ）

（ うち ） （ 14 ） （ 118 ）

（ うち ） （ 5,995 ） （ 6,154 ）

（ うち ） （ 48,550 ） （ - ）

91,500 79,079

（ うち ） （ 5,076 ） （ 4,298 ）

（ うち ） （ 84,490 ） （ 72,253 ）

643,951 1,079,961

578,736 965,374

（ うち ） （ 60,097 ） （ 71,867 ）

（ うち ） （ 42,883 ） （ 43,919 ）

（ うち ） （ 121,111 ） （ 125,249 ）

（ うち ） （ 267,072 ） （ 613,957 ）

（ うち ） （ 2,000 ） （ 2,711 ）

37,914 79,217

（ うち ） （ 9 ） （ 8 ）

（ うち ） （ 196 ） （ 12,479 ）

（ うち ） （ - ） （ 66,695 ）

22,215 28,565

5,085 6,803

23,631 14,937

- 2,041

23,631 12,895

6,344 △ 1,667

150 5,610

6,495 3,942

17,135 8,952

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

　　　　　　　　　　　　期　別
　

科　目

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

資 産 運 用 収 益

保 険 金

金 銭 の 信 託 運 用 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

有 価 証 券 売 却 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益

支 払 備 金 戻 入 額

責 任 準 備 金 戻 入 額

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益
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６．中間株主資本等変動計算書 

２０２１年度中間会計期間

 （２０２１年４月１日から２０２１年９月３０日まで） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本

合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 41,060 24,735 24,735 7,104 147,009 154,113 219,908 36,961 3,713 40,675 260,584

当中間期変動額

剰余金の配当 4,355 △26,133 △21,777 △21,777 △21,777

中間純利益 17,135 17,135 17,135 17,135

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

5,374 △1,235 4,139 4,139

当中間期変動額合計 4,355 △8,998 △4,642 △4,642 5,374 △1,235 4,139 △503

当中間期末残高 41,060 24,735 24,735 11,459 138,011 149,471 215,266 42,336 2,478 44,814 260,080

２０２２年度中間会計期間

 （２０２２年４月１日から２０２２年９月３０日まで） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本

合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 41,060 24,735 24,735 11,943 170,983 182,927 248,722 △782 △6,465 △7,248 241,474

当中間期変動額

剰余金の配当 4,371 △26,227 △21,856 △21,856 △21,856

中間純利益 8,952 8,952 8,952 8,952

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

△102,851 △26,073 △128,925 △128,925

当中間期変動額合計 4,371 △17,274 △12,903 △12,903 △102,851 △26,073 △128,925 △141,828

当中間期末残高 41,060 24,735 24,735 16,315 153,708 170,023 235,818 △103,633 △32,539 △136,173 99,645

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計
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注記事項 

(中間貸借対照表関係)

１.

（追加情報）

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８. 　株式給付引当金は、従業員向け株式報酬制度における株式交付基準に基づく従業員への
親会社であるＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社の株式の交
付に備えるため、当中間期末における株式給付債務の見込額を基準に計上しております。

２０２２年度中間会計期間末

有価証券（買入金銭債権、金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含
む）の評価は次のとおりであります。
（１）売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）
（２）「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取
　　扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金
　　対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）
（３）その他有価証券については９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算
　　定は移動平均法）
　　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して
　　おります。ただし、外貨建債券については、外国通貨による時価の変動に係る換算
　　差額を評価差額とし、それ以外の差額については、為替差損益として処理する方法
　　を採用しております。

　有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
（１） 建物及びその他の有形固定資産（リース資産を除く）
　　　 定額法を採用しております。
（２） リース資産
　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについて
は、３年間で均等償却を行っております。

　無形固定資産の減価償却の方法
（１）ソフトウェア
　　  利用可能期間に基づく定額法によっております。
（２）リース資産
　　  リース期間に基づく定額法によっております。

従業員及び執行役員の賞与に充てるため、当中間期末における支給見込額をその他の負
債に計上しております。

　外貨建資産・負債は９月末日の為替相場により円換算しております。

　デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ取引
を含む）の評価は時価法によっております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下｢破綻先｣
という)に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者(以下｢実質破綻先｣という)
に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額を計上することとしております。また、現状、経営破綻の状況には
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下｢破綻懸念先｣とい
う)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計
上することとしております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実
績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上することとしております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部
署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の
引当を行っております。

　当中間期より、個人保険・個人年金保険（豪ドル建及びニュージーランドドル建）の小
区分を廃止し、当該小区分で保有していた責任準備金対応債券をその他有価証券に振り替
えております。これは、当該小区分に係る責任準備金残高の減少に伴い、ＡＬＭ（資産負
債総合管理）の効率化を図ったこと等によるものです。
　なお、この変更により有価証券のうち外国証券が19,686百万円減少、その他有価証券評
価差額金が14,173百万円減少、繰延税金資産が5,512百万円増加しました。この変更による
損益への影響はありません。

 



- 11 - 
 

９.

１０.

１１.

１２.

１３.

１４.

（「ＬＩＢＯＲを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘッジ
関係）

　保険金・支払備金の計上基準
　保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款
に基づいて算定された金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。
　なお、保険業法第１１７条及び保険業法施行規則第７２条に基づき、中間期末時点にお
いて支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事
由が既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していな
いものについて、支払備金を積み立てております。

　上記のヘッジ関係のうち、「ＬＩＢＯＲを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱
い」（実務対応報告第４０号）の適用範囲に含まれるヘッジ関係の全てに、当該実務対応
報告に定められる特例的な取扱いを適用しております。当該実務対応報告を適用している
ヘッジ関係の内容は、以下のとおりであります。
　
　ヘッジ会計の方法…繰延ヘッジ処理
　ヘッジ手段…金利スワップ取引
　ヘッジ対象…変動利付債券
　ヘッジ取引の種類…キャッシュ・フローを固定するもの

　責任準備金の積立方法
　中間期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基
づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第１１６条第１項に基づき、保険料
及び責任準備金の算出方法書（保険業法第４条第２項第４号）に記載された方法に従って
計算し、責任準備金を積み立てております。
　責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。
（１）標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省
　　告示第４８号）
（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式。ただし、特別
　　勘定にかかる保険料積立金については、保険業法施行規則第６９条第４項第３号に定
　　める方式。
　責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第１１６条及び保険業法施行規則第
６９条第１項第３号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来
発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

　価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

　「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第１４号）に従い、変動金利
の利付債券等に対する金利変動リスクのヘッジ（包括ヘッジ）として、金銭の信託におい
て信託財産として運用している金利スワップ取引の一部については、繰延ヘッジ処理及び
ヘッジ有効性の評価を行っております。ヘッジの有効性の評価はヘッジ対象とヘッジ手段
に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性が
あるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えております。
　また、ＡＬＭ（資産負債総合管理）における金利変動リスクを適切にコントロールする
目的で金銭の信託において信託財産として運用している金利スワップ取引の一部について
は、「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本
公認会計士協会業種別監査委員会報告第２６号）に基づく繰延ヘッジ処理及びヘッジ有効
性の評価を行っております。ヘッジ有効性の評価はヘッジ対象とヘッジ手段双方の理論価
格の算定に影響を与える金利の状況を検証することにより行っております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る
控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し
５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間期に費用処理しており
ます。

　保険料の計上基準
　初回保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについ
て、当該収納した金額により計上しております。
　また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上しており
ます。
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１５.

（単位：百万円）

預貯金
買入金銭債権
金銭の信託

運用目的の金銭の信託
その他の金銭の信託

有価証券
売買目的有価証券

責任準備金対応債券
その他有価証券

貸付金
保険約款貸付

一般貸付
金融派生商品（※１）

１６.

（１）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

買入金銭債権
金銭の信託

運用目的
その他保有目的

有価証券
売買目的有価証券

その他
その他有価証券

国債・地方債等
社債
その他

金融派生商品
通貨関連

資産計
金融派生商品

通貨関連
負債計

―
807

―
―

288,797 △ 8,641

889,549

181

レベル３

562,600
337,119

―1,614,062

409,474

―

―

1,434,070

807

1,603,731

―1,434,070

―

ヘッジ会計が適用されているもの（※２） (45,193)

主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりであります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価 : 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に
　　　　　　　　 より算定した時価
レベル２の時価 : レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット
　　　　　　　　 を用いて算定した時価
レベル３の時価 : 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

（※１）金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
　　　　味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。
（※２）ヘッジ会計が適用されているものには、金銭の信託内において実施しているもの
　　　　を含んでおります。

―

合計

2,128,123

86,038 4,608,729 562,782 5,257,550

―

1,434,070

80,995

225,480

―

297

181

807

―

ヘッジ会計が適用されていないもの　

134,864

1,614,062―

―

1,530,612

1,358,180

181

時価
レベル１ レベル２

―
80,995

△ 22,050

(45,702)

297,438

―

187,351
1,614,062

274 274
297,163 288,522 △ 8,641

(45,702)

区分

597,511

―

―

―

1,614,062

(45,193)

―

75,707

409,656

3,048,132

―

差額

3,257,534

1,530,612 1,530,612

2,128,123 2,128,123 ―

―

―

597,511

　主な金融資産及び金融負債にかかる中間貸借対照表価額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

中間貸借対照表価額 時価

80,995
―

―597,511

889,358
80,995

807
― 807

889,549

297

807

―
―

10,331

75,707 59,156
―

1,603,731

―
―

86,038
10,331

1,565,523
260,392

1,305,131
2,961,912

297

(509)

209,401

(509)

297

3,235,484 △ 22,050

889,358

 



- 13 - 
 

 

（２）時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

預貯金
有価証券

責任準備金対応債券
国債・地方債等
社債

貸付金
保険約款貸付
一般貸付

資産計

（３）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

①預貯金及び買入金銭債権

②有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）

③ 貸付金

④ 金融派生商品（金銭の信託において信託財産として運用している金融派生商品を含む）

①重要な観察できないインプットに関する定量的情報

163,537
288,797

レベル２
―

　有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル
　１の時価に分類しており、主に国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いて
　いたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しており、主に地方債、
　社債がこれに含まれます。相場価格が入手できない場合には、外部情報ベンダー又は取
　引先金融機関から入手した価格によっております。当該価格は、将来キャッシュ・フロ
　ーの割引現在価値法などの評価技法を用いて算定され、評価にあたっては観察可能なイ
　ンプット（金利、為替レート等）を最大限利用している場合にはレベル２の時価に分類
　しており、重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３の時価に分類
　しております。
　投資信託は活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価
　に分類しており、上場投資信託がこれに含まれます。非上場投資信託は取引先金融機
　関等から提示された基準価額を用いておりレベル２の時価に分類しておりますが、基
　準価額に重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３の時価に分類
　しております。

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価と
　しており、レベル２の時価に分類しております。

274

19,350 168,000 ―

　保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設
　けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から時価は帳簿価額と近似しているものと
　想定されるため、帳簿価額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。
　一般貸付は、取引先金融機関により入手した価格によっております。当該価格は、観察
　可能なインプット（金利、為替レート等）を最大限利用しており、レベル２の時価に分
　類しております。

レベル１

― ― 163,537

レベル３ 合計

274

19,350 168,000 187,351

　金融派生商品については、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、債券先物取引、為替
　予約取引が含まれており、外部情報ベンダー又は取引先金融機関から入手した価格によ
　っております。当該価格は、取引の種類や満期までの期間に応じて割引現在価値法等の
　評価技法を利用して算定され、評価にあたっては観察可能なインプット（金利、為替レ
　ート等）を最大限利用しており、レベル２の時価に分類しております。

（４）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の
　　時価に関する情報

― ― 274 274
― 288,522 ―

　記載すべき事項はありません。

1,365,506

19,350 4,462 ― 23,813

19,350 1,345,881

―
187,351
889,358

― 288,522

288,522

区分
時価

889,358

―
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②期首残高から中間期末残高への調整表、当中間会計期間の損益に認識した評価損益
（単位：百万円）

期首残高

損益に計上
その他有価証券評価差額金 

　購入、売却、発行及び決済
購入
売却
発行
決済

　レベル３時価への振替え
　レベル３時価からの振替え
中間期末残高

③時価の評価プロセスの説明

④重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明

１７.

１８.

１９.

２０.

２１.

２２.

２３.

２４.

　当社は、当中間期から、ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会
社を連結納税親会社とする連結納税制度から同会社を通算親会社とするグループ通算制度
へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及
び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱
い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第４２号）に従っております。また、実務対応
報告第４２号第３２項（１）に基づき、実務対応報告第４２号の適用に伴う会計方針の変
更による影響はないものとみなしております。

44,365

12

―
12
76
76

20,748
102,596
107,757

△ 5,161
―
―
―
―

562,782181

―

　消費貸借契約により貸し付けている有価証券の中間貸借対照表価額は63,409百万円であ
ります。

　保険業法第１１８条に規定する特別勘定資産の額は1,624,513百万円であります。なお、
負債の額も同額であります。

当中間会計期間損益に計上した額のうち
中間貸借対照表において保有する金融資産
及び金融負債の評価損益

　当社は運用管理部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定め、これに沿って時価評
　価モデルを策定しております。運用管理部門は当該モデル、使用するインプット及び算
　定結果としての時価が方針及び手続に準拠しているか妥当性を確認しております。また
　運用管理部門は当該確認結果に基づき時価のレベルの分類について判断しております。
　外部情報ベンダー又は取引先金融機関等から入手した価格を時価として利用する場合に
　おいては、使用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との
　比較等の適切な方法により、妥当性を検証しております。

―
―
―
―
―

386,655

73,530

52,781

　担保に供されている資産の額は、預託金3,851百万円であります。

　当中間会計期間の損益又は評価・換算
　差額等

　平成８年大蔵省告示第５０号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数
料の当中間期末残高は18,022百万円であります。

　売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、再保険取引で
借り入れている有価証券9,193百万円であり、全て自己保有しております。

　保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１条第１項に規定する再
保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は1,187百
万円であり、同規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金
（以下「出再責任準備金」という。）の金額は394,033百万円であります。

　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

金銭の信託
386,562

73,517

52,781
20,736

102,519
107,681

△ 5,161
―
―
―
―

562,600

44,365

有価証券

　記載すべき事項はありません。

92
合計
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(中間株主資本等変動計算書関係)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 （単位：株）
当期首 当中間期 当中間期 当中間期末
株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式
普通株式 13,159 － － 13,159 

合計 13,159 － － 13,159 

２．配当金支払額
2022年５月19日の取締役会において、以下のとおり決議しております。
　配当金の総額　　　　 21,856百万円
　１株当たり配当額　1,660,925円00銭
　基準日　　　　　　 2022年３月31日
　効力発生日  　　　 2022年５月25日

３．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

２０２２年度中間会計期間

 

 

 

 

 

(中間損益計算書関係)

１.

２．

３．

４．　利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりであります。

５．

６．

７．　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

　保険料等収入には、平成８年大蔵省告示第５０号第１条第５項に規定する再保険契約に
係る未償却出再手数料の増加額17,864百万円を含んでおります。保険金等支払金には、平
成８年大蔵省告示第５０号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の
減少額1,000百万円を含んでおります。

２０２２年度中間会計期間

　支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は379百万円であ
り、責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は49,524百
万円であります。

　有価証券売却益の主な内訳は外国証券6,154百万円であります。

　　預貯金利息　　
　　有価証券利息・配当金　

19百万円
28,867百万円

　有価証券売却損の主な内訳は国債等債券42百万円、外国証券12,436百万円であります。

　5,432百万円
56百万円

34,375百万円

　１株当たり中間純利益は680,367円90銭であります。なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　貸付金利息
　　その他利息配当金

計
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７．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円）

２０２１年度 ２０２２年度

第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

8,825 77,283

56,092 345,051

金銭の信託運用益 9,687 209,655

売買目的有価証券運用益 14 118

有価証券売却益 5,995 6,154

金融派生商品収益 - -

為替差益 - 115,268

その他キャピタル収益 40,395 13,853

42,538 405,563

金銭の信託運用損 -                        -

売買目的有価証券運用損 - -

有価証券売却損 196 12,479

有価証券評価損 - -

金融派生商品費用 - -

為替差損 37,660 -

その他キャピタル費用 4,680 393,083

13,554 △ 60,512

22,379 16,771

1,261 3

再保険収入 - -

危険準備金戻入額 1,261 -

個別貸倒引当金戻入額 - 3

その他臨時収益 - -

9 1,837

再保険料 - -

危険準備金繰入額 - 1,837

個別貸倒引当金繰入額 9 -

特定海外債権引当勘定繰入額 - -

貸付金償却 - -

その他臨時費用 - -

1,251 △ 1,833

23,631 14,937

（注）１．基礎利益には、次の金額が含まれております。

２０２１年度 ２０２２年度
第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

金銭の信託運用益のうちインカムゲイン部分 15,704 29,919
外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 △ 40,262 393,083
ﾏｰｹｯﾄ・ｳﾞｧﾘｭｰ・ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 4,581 △ 11,711
為替に係るヘッジコストの影響額 △ 132 △ 1,678
有価証券償還損益のうち為替変動部分の影響額 99 △ 464

２．その他キャピタル収益には、次の金額が含まれております。

２０２１年度 ２０２２年度
第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 40,262 -
ﾏｰｹｯﾄ・ｳﾞｧﾘｭｰ・ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 - 11,711
為替に係るヘッジコストの影響額 132 1,678
有価証券償還損益のうち為替変動部分の影響額 - 464

３．その他キャピタル費用には、次の金額が含まれております。

２０２１年度 ２０２２年度
第２四半期（上半期） 第２四半期（上半期）

外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 - 393,083
ﾏｰｹｯﾄ・ｳﾞｧﾘｭｰ・ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 4,581 -
為替に係るヘッジコストの影響額 - -
有価証券償還損益のうち為替変動部分の影響額 99 -

４．当中間会計期間より、為替に係るヘッジコストの影響額及び有価証券償還損益のうち為替変動の影響額に関して、
　　経常利益の内訳の開示方法を変更しております。この結果、変更前と比べて、当中間会計期間の基礎利益が
　　2,142百万円減少し、キャピタル損益が同額増加しております。また、前中間会計期間についても、変更後の
　　取扱いに基づき開示しており、変更前と比べて、前中間会計期間の基礎利益が33百万円減少し、キャピタル損益が
　　同額増加しております。

基礎利益　　　           　　　Ａ

キャピタル収益

キャピタル費用

キャピタル損益　　　　　　　　 Ｂ

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ

臨時収益

臨時費用

臨時損益　　　　　 　　　　　  Ｃ

経常利益　　　　 　　  Ａ＋Ｂ＋Ｃ
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８．保険業法に基づく債権の状況 

 

（単位：百万円、％）

２０２２年度

第２四半期（上半期）末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - -

危険債権 - -

三月以上延滞債権 - -

貸付条件緩和債権 - -

- -

（　　　　-　） （　　　　-　）

430,080 362,760

430,080 362,760

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申

　　　　　立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
　　　２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
　　　　　契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
　　　　　（注１に掲げる債権を除く。）
　　　３．三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付
　　　　　金です。（注１及び２に掲げる債権を除く。）
　　　４．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
　　　　　の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で
　　　　　す。（注１から３に掲げる債権を除く。）
　　　５．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から４までに
　　　　　掲げる債権以外のものに区分される債権です。

合計

区　　　　分 ２０２１年度末

小計

（対合計比）

正常債権
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９．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円）
２０２２年度
第２四半期

（上半期）末
739,516 622,277

資本金等 226,865 235,818
価格変動準備金 194,031 196,072
危険準備金 79,070 80,907
一般貸倒引当金 - -

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果控除前））
×９０％（マイナスの場合１００％）

△ 5,170 △ 174,143

土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） - -
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 188,425 223,845
負債性資本調達手段等 - -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
マージンに算入されない額

- -

持込資本金等 - -
控除項目 - -
その他 56,293 59,775

保険リスク相当額　　　　　　　　Ｒ1 1,331 1,530
第三分野保険の保険リスク相当額　Ｒ8 3 3
予定利率リスク相当額　　　　　　Ｒ2 29,440 33,422
最低保証リスク相当額　　　　　　Ｒ7 1,366 1,198
資産運用リスク相当額　　　　　　Ｒ3 101,598 101,968
経営管理リスク相当額　　　　　　Ｒ4 2,674 2,762

（注）１．上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出し

　　　２．最低保証リスク相当額の算出に関しては、標準的方式を用いております。

＜参考＞実質資産負債差額 （単位：百万円）

２０２２年度
第２四半期

（上半期）末

7,055,377 6,771,174

6,350,305 6,241,512

705,071 529,661

（注）上記は、保険業法第１３２条第２項に規定する区分等を定める命令及び平成１１年金融監督庁・大蔵省告示

　　　第２号の規定に基づいて算出しております。

　　　　　ております。

項　　　目 ２０２１年度末

ソルベンシー・マージン総額　（Ａ）

1,094.8%

リスクの合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）
135,086

(２)負債の部に計上されるべき金額の合計額を基礎として計算した金額

実質資産負債差額　(１)-(２)

893.0%

139,360

ソルベンシー・マージン比率

項　　目 ２０２１年度末

(１)資産の部に計上されるべき金額の合計額

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR 

×100
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１０．特別勘定の状況 

（１）特別勘定資産残高の状況 

（単位：百万円）

個 人 変 額 保 険

個 人 変 額 年 金 保 険

団 体 年 金 保 険

特 別 勘 定 計

1,300,184

-

1,888,006

448,429

1,176,084

-

1,624,513

区　　分
２０２２年度

第２四半期（上半期）末
２０２１年度末

587,821

 

 

（２）保有契約高 

　　　・個人変額保険 （単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

変額保険（有期型） - - - -

変額保険（終身型） 88 579,960 75 509,374

合　　　　計 88 579,960 75 509,374

　　　・個人変額年金保険 （単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

個 人 変 額 年 金 保 険 229 1,368,156 224 1,239,308

合　　　　計 229 1,368,156 224 1,239,308

区　　分
２０２１年度末

２０２２年度

第２四半期（上半期）末

区　　分
２０２１年度末

２０２２年度

第２四半期（上半期）末

 

 

１１．保険会社及びその子会社等の状況 

  該当ありません。 


